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・母子手帳発行時に妊婦健康診査受診券を発行することで適切な時期に必要な検査を受けることにつながり、妊婦及び胎児の健康管理の向上を
図ることができる。
・健診にかかる費用を助成することで経済的な負担軽減を図ることができる。
・母子手帳交付時（妊婦健診受診券発行時）に保健師及び栄養士と面談を行い、相談する場を設けることで、妊婦のさまざまな不安を取り除き安
心して妊婦時期を過ごすことができる。

⑧写真及び図

面

100% 100%

実　績

73.50%

母子手帳交付時（妊婦健診受診券発行
時）の保健師及び栄養士面談率

目　標 100% 100%

３２年度
目標値

（３７年度）

受診率

目　標 95% 95% 95% 95%

実　績

平成３１年度

①妊婦健康診査の必要性についての説明、啓発
②母子手帳の交付、妊婦健康診査受診券の交付、専門職面談
③健診実施機関への委託手続き、その他事務
④県外で里帰り中に受けた方に対しては後日償還払いで対応。

平成３２年度

①妊婦健康診査の必要性についての説明、啓発
②母子手帳の交付、妊婦健康診査受診券の交付、専門職面談
③健診実施機関への委託手続き、その他事務
④県外で里帰り中に受けた方に対しては後日償還払いで対応。

⑦成果目標

（指標）

及び進捗状況

成果目標（指標）
基準値

（２９年度）
３０年度 ３１年度

特定財源名
（a）または（b）の

名称
（c）の名称

⑥事業計画

年度 実施する具体的な事業の内容

平成３０年度

①妊婦健康診査の必要性についての説明、啓発
②母子手帳の交付、妊婦健康診査受診券の交付、専門職面談
③健診実施機関への委託手続き、その他事務
④県外で里帰り中に受けた方に対しては後日償還払いで対応。

計(a～d) 0 7,962,000 7,580,000 7,600,000 7,600,000

(d)一般財源 7,962,000 7,580,000 7,600,000 7,600,000

(c)地方債等

(b)県費

(a)国庫

④実施方法  　 □直接実施　　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

⑤事業費

【単位:円】

　28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

財
源
内
訳

福祉課
事業実施

（予定）年度

平成30年度～平成32
年度 基本計画の該当個所 施策の柱２７－６

③事業内容

安全な分娩と妊娠、出産にかかる経済的な不安の解消を図るため、妊婦健康診査費用の公費負担を行う。
○対象者：久米島町に住所を有するすべての妊婦
○妊婦健診・超音波検査等14回を公費負担する

224

【暮らす】　施策の柱２７

①予算事業名 妊産婦支援事業 予算科目 ４－１－４－２

総合計画上の位置づ

け上段：「島づくり

目標」　下段：「施

策の柱」

共に暮らせる島づくり

福祉の充実

②担当部課名


